カイシャホウガクカラミタスポーツダンタイガバナンス by 坂東 洋行















Sporting organisation governance  
from the aspects of companies act
Hiroyuki BANDO












































































































































































































































































































































Services Authority）へと再編し，二層式を採用し，FSAはFCA（Financial Conduct Authority）に継承さ
れ て 現 在 に 至 っ て い る（Bando, Hiroyuki, Single Regulator or Twin Peaks, The Different Regulatory 
Approach by UK, Switzerland and Japan, Roger Motini, 150 Year Anniversary Yearbook 2014, Swiss-




















































































































































































































































































































































































































株主 3 ％以上* 1 ％以上* 単独 3 ％以上 3 ％以上 3 ％以上 単独*
社員 1/10以上 1/30以上 単独 1/10以上 1/10以上 1/10以上 単独
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77）　1990年代後半，労働党政権が金融規制体系を集大成したThe Principles for Businessesで，プリンシプル
違反に対する罰則規定がある厳格なものであるが，その規定は過去の自主規制を起源とするものであり，現
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え，その発言や行動の「質」の向上が求められる次の段階に早々移行すべきであろう。
　次に，新会長選定プロセスは法人法上の適正手続を欠き，スポーツ団体をめぐるガバナンスへの軽
視が再認識させられた。公益財団法人の会長（代表理事）は，理事会が理事から選定し（法人法90
条3項，組織委定款23条2項），理事は評議員会の決議によって選任される（法人法63条1項，同
177条，組織委定款16条1号）。組織委の定款に定めがない「候補者検討委員会」なる会議体が評議
員会による理事選任手続に先行し，非理事の会長候補者を選定したことは，理事選任の権限を有する
評議員へ強い同意圧力をもたらすことから，法が規定する法人機関の権限分配に抵触し，法令・定款
違反の疑いがあると言わざるを得ない。
　さらに，新会長は就任記者会見で「女性理事の比率を40 ％に引き上げる」と発言している。組織
委の理念やミッション，業務執行に関し特定の性別を一定割合必要とするのであれば，まず「エクス
プレイン」が必要である。オリンピック憲章で求められる性別差別の解消（根本原則6）を目的とす
るなら「男女同数」とすべきであろうし，組織委のミッション達成に必要であるならば，女性理事比
率が60 ％以上，80 ％以上であったとしても，むしろ望ましい。本稿でも述べた通り，スポーツ団体
のミッションを達成するために求められる理事の責務を果たす際，性別による理事の割合を各団体が
どう考え，どう説明するかが最終的には多様なステークホルダーの利益に資することになり，その理
念，説明なくして特定の性別のみの数値目標を設定することはガバナンスの観点からは好ましくない。
会社法学からみたスポーツ団体ガバナンス
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1．アンケート実施内容
（1）調査対象
①公益財団法人日本オリンピック委員会
②公益財団法人日本スポーツ協会
③公益財団法人日本スポーツ協会加盟
　中央競技団体61団体
以上，63団体。
（2）質問内容
①アンケート回答の有無
②団体トップの外部性
③外部理事の就任状況
④女性理事の就任状況
⑤アスリート委員会の設置状況
以上，5項目。
（3）アンケート手法
①団体トップを宛名とした封書による郵送
② 回答用紙にはあらかじめ各団体のウェブサイ
トやその他公開情報で外部調査した上記項
目（団体トップの属性や外部理事の数等）
を記入
③回答用紙の内容を回答者が加筆・修正
④ 切手貼付済の返信用封筒に返信先を記入し同
封
⑤謝礼・督促状・回答期限はなし
⑥ 回答内容につき個別団体名を開示しないこと
を明記
⑦ 回答の有無に関わらず，アンケートを踏まえ
た成果（本稿）を還元することを明記
⑧ アンケートに回答した団体には協力に対する
礼状を送付
2．アンケート回答結果
（1）アンケートに回答した団体（N＝63）
（解説）
　アンケート調査の回答率に関する先行研究で
は，一般的な郵送アンケートによる民間調査で，
謝礼，督促状がない形式では，回収率が20 ％
程度とされ，40 ％を超える回収率は成功例と
される。調査対象が63団体とN値は低いが，
本アンケートに回答があった団体は，43団体，
回答率が70 ％と高い水準となり，各スポーツ
団体のガバナンスコードに対する関心の高さを
示している。しかし，ガバナンスコードがスポー
ツ団体に求める大きなポイントは，コードの各
原則を各団体がどう受け止め，どう対応し（遵
守するのか，説明するのか），それをいかにス
テークホルダーに開示していくかである。
　このため，アンケートの直接の質問項目では
ないが，前述の通り，アンケートの回答の有無
を調査対象団体のオープン性（方針開示・説明
責任等）の評価項目として加えている。本アン
ケートの回答状況は，任意のアンケート調査で
あるが，ガバナンスコードをしっかり受け止め，
開かれた団体であることを示す試金石となるは
ずのものである。この点において，アンケート
（資料編）スポーツ団体ガバナンスノアンケート調査（2020年10月）
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の回収率自体は高いが，非回答のスポーツ団体
が30 ％存在することは課題である。
（2）理事会の人数（n＝44）
（解説）
　少人数による理事会の運営は効率的となる反
面，理事の属性を増やすことによる多様なス
テークホルダーの意見の反映が難しくなる。理
事会人数の単純平均は20.8人，最少人数は5人
であり，最多人数は33人であった。
（3）団体トップの外部性（n＝44）
（解説）
　ガバナンスコード原則2では，理事会構成員
の多様性として外部理事と女性理事のクォータ
制が求められているが，団体トップの外部性ま
では求められていない。スポーツ団体において
理事長等トップを外部理事が務めることは，理
事会における議論を競技の成果優先といった業
務執行に偏重させない効果がある。スポーツ団
体もアスリート・ファーストの文化ばかりでは
なく，スポーツに関連する多様なステークホル
ダーの利益に配慮した組織運営が必要となる。
この点，回答があったスポーツ団体のうち，トッ
プが外部理事となる団体は45.5 ％と半数を下
回った。団体によっては，トップの外部性の判
断として，ガバナンスコードの原則2の補足説
明にある外部性基準を適用し，地方関連団体の
構成員や理事就任時は外部性が認められた者で
あっても就任後10年を経過した場合は，外部
理事から排除している事例が複数見受けられ
た。ガバナンスコードの原則を遵守しようとす
る高い意識が見られた。
　各スポーツ団体の置かれた状況は様々であ
り，資金力がなくスポンサー企業の経営者が外
部理事としてトップを務める団体も少なくな
い。対象スポーツの振興やアスリートの助成に
多大な貢献をしていることは，スポーツ基本法
の理念にも合致する。しかし，他団体の不祥事
に見られた通り，資金援助をする理事等が団体
を専横することにより，結局はスポーツに関わ
るステークホルダーが不利益を受ける事例とな
る場合がある。利益相反を防止する観点からも，
ガバナンスコードの外部性基準を厳格に解釈
し，移行期間を設けながらトップの交代も検討
していくことが必要であろう。
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（4）外部理事の就任状況人数（n＝44）
①外部理事の人数
②外部理事の比率
（解説）
　回答があったスポーツ団体の外部理事比率の
単純平均は17.5 ％（n＝38）で，単純平均人
数は3.8人であった。原則2の外部比率25 ％を
達成する団体は4分の1を超えている。外部理
事がいない団体は9 ％といまだに1割近い団体
に外部理事が選任されていない。最多人数は9
人で，理事会の人数が最多である団体と同じで
あった。非回答または非公開の団体が多く，ス
ポーツ団体組織のガバナンスの向上のためにも
最重要項目となるため，ガバナンスコードの趣
旨・理念を理解し，各スポーツ団体が遵守でき
るよう取り組むことを期待したい。平均
17.5 ％から見ると，25 ％の数値目標は近時に
各団体が達成可能のようだが，外部性基準の解
釈は，専門的知見活用といったエクスプレイン
が許容されることから多様であり，実態が現状
では把握しにくい。また，就任時に外部理事で
あっても，その後業務執行を担当させるなど，
外部性の脱法も可能であり，スポーツ団体が外
部性基準を厳格に解釈した運用をしなければ利
益相反等の弊害が排除できない。外部理事の適
合性は，他の原則を含め統括団体が審査を行う
ことから，とりわけ厳格に実施すべきであろう。
（5）女性理事の就任状況（n＝44）
①女性理事の人数
②女性理事の比率
（解説）
　回答があったスポーツ団体の女性理事比率の
単純平均は15.9％（n＝43），単純平均人数は3.5
人であった。外部理事の平均人数3.8人と変わ
りがないことは興味深い。女性理事がいない団
体は7 ％で，最多人数は8人であった。ガバナ
ンスコード策定前の内閣府男女共同参画局の調
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査によれば（2017年8月），JSPO加盟59団体
のうち，原則2の女性理事率40 ％を超える団
体はわずか2団体で，女性比率が10 ％未満の
団体は29団体と半数，ゼロが6団体であった。
今回の調査に回答した43団体では，40 ％を超
える団体がゼロ，10 ％未満が10団体と
22.7 ％，ゼロが3団体と女性理事を選任するス
ポーツ団体数が底上げされた結果が示されてい
る。
　外部理事比率の目標値25 ％から見ると，女
性理事比率の目標値40 ％は相応に達成が難し
い。競技実績者や競技指導者は，外部理事要件
から排除されることから，スポーツ団体が対象
スポーツの女性競技実績者を理事に選任する
と，外部理事比率が低下するジレンマになり，
適切な女性候補者を探すのは困難である。性別
によるクォータ制は，スポーツ団体が個別性に
応じた基準を設定しエクスプレインする等，見
直されるべきである。
（6）アスリート委員会の設置（n＝44）
（解説）
　回答があったスポーツ団体のうち，アスリー
ト委員会または代替機関を設置するスポーツ団
体は63.6 ％であった。外部理事や女性理事の
クォータ制に比べると，スポーツ団体に所属す
るアスリートの任命などアスリート委員会設置
自体は難しいことではない。ただし，アスリー
ト委員会で議論すべき内容およびアスリート委
員会からの要請・要望事項に対する理事会の対
処の程度については，実効性を高めるための手
段・措置をガバナンスコードで規定するか，各
スポーツ団体が内部規程で整理する等の検討が
必要であろう。
 以上
